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日本外交と対中国借款問題―国際借款団の事業範囲という視点から― 
 
１．はじめに 
   本論文は、20 世紀に入ってからの約四半世紀にわたる期間における日本の対中国外
交を借款供与政策の視点から考察したものである。具体的には、日露戦争終結後から
第一次世界大戦終結後の時期を扱っている。 
この時期を取り上げる意味は、日本が大陸国家として欧米列強を中心とする国際政
治の舞台に登場したこと、また中国における大きな変動に対して列強の一国として深
い関わりを持ったこと、その両方を通して従前の二国間関係の外交から多国間関係の
外交へと転換していく時期であったという点にある。それは、日本にとって、19 世紀
後半における開国という事態にも相当する大きな変化であった。したがって、このテ
ーマに取り組むことは、日本という一国の歴史像の再構成にとどまらず、その時々の
情勢に応じて複雑な動きを見せる中国および列強各国を視野に入れ、的確に描き出す
作業が必要となる。これをもって、このテーマを発見し、取り上げた著者の研究セン
スは、高く評価されると判断する。 
   当該期の日本は、日露戦争の勝利によって獲得した満州（現在の中国東北部、本論
文においては歴史的表記として満洲と表記を統一している）における権益（鉄道建設
とそれに付属する鉱山などの事業開発に関わる権益）を排他的権益として確保するこ
とに努めつつ、さらに資源供給地として、また市場として列強によって大きな価値が
見出されていた中国において、他の列強と協調して権益の拡大をめざすこととなった。 
   本論文は、こうした情勢の中で、内政という観点から見れば、内閣・外務省・大蔵
省・陸軍などのセクショナリズム（官庁間対立）や外務省における部内対立（本省と
出先外交官との対立）およびそれら諸機関の協調・妥協という諸側面を、また外交と
いう観点から見れば、英米仏露中という５カ国と日本との対立と協調・妥協の諸側面
2 
 
を分析対象とし、先行研究によって通説とされてきた歴史像の修正を迫ったり、より
いっそう多面的で説得力のある歴史像を提示したりすることに成功した。その意味で、
本論文は野心的な成果であると言える。 
   その成果達成のために、著者は、関連文献の渉猟、精査は言うまでもなく、外務省
外交史料館が所蔵する膨大な外交交渉史料をも渉猟、精査する作業を成し遂げた。す
なわち、先行研究およびプライマリー・ソース（一次資料）の調査・分析・整理・利
用という点で、申し分ない成果となっている。 
   およそ優れた歴史研究成果として、たとえば、従来良く知られた史料とそれに基づ
く通説、定説を再検討し、そうした通説、定説となっている研究成果を全面的に覆す
新たな歴史像を再構成すること、あるいは新出史料の発掘などによって同様にこれま
での通説、定説を部分的に覆す歴史像を再構成すること（以上、いずれもいわゆるパ
ラダイム転換を達成した研究成果と称すべきもの）がある。 
   その点から言えば、本論文の成果は、先行研究の成果に導かれたものであることは
確かである。また、先行研究の成果を全面的に覆す歴史像を再構成したものであると
も言えない。しかし、上記のような意味で、その成果の持つインパクトは大きいと判
断される。よって、研究における独自性や独創性という観点から著者の優れた研究セ
ンス（資質・能力）を示す成果となったと評価することができる。さらに、著者は、
本論文をふまえて新たな成果を追求し続ける強い意欲を有し、そのために中国におけ
る参考文献や関係史料の発掘に向けた地道な活動を現在も継続している。 
   次に、歴史研究の成果を考える場合に、正確な史料理解を基にできる限り正確な史
実を解明し、その史実に基づいて事象を意味付け、そうした諸事象を含む一定期間を
捉え、評価し、前後の時代との関係を論じ、そして歴史の流れ全体を見通す展望を示
すことは中心眼目である。本論文は、そうした観点から見た場合、いまだ完成された
ものではない。しかし、本論文には、その方向性や成果の可能性が示唆されており、
この研究手法を続ければ、そう遠くない時期に完成を見ることが強く期待されるもの
であると審査小委員会は判断した。なお、この点については本報告書の最後に再論す
る。 
   さらに、著者は、日本近代政治史という領域に止まらず、隣接する歴史学内の領域
の研究成果および歴史学外の領域の研究成果（たとえば、国際政治や国際経済におけ
る英語文献）にも学び、本論文を充実させる努力を行い、本論文の成果を高めること
ができた。それは、著者の学識を証するに足るものであると判断する。 
 
全体の構成（目次）は以下の通りである。 
  序章 
    第一章 国際借款団の結成過程―満洲特殊権益をめぐる日本外交― 
    第二章 国際借款団と中国幣制改革問題 
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    第三章 辛亥革命後における日本の対中国借款と満蒙権益 
    第四章 寺内正毅内閣期の対中国借款政策―財政援助と中国幣制改革― 
第五章 西原亀三の中国経済改革構想とその展開―金券発行計画を中心に― 
第六章 原敬内閣期の対中国借款政策―財政援助問題を中心に― 
    終章 
    論文初出一覧 
    参考文献一覧 
 
２．本論文の内容と特色 
本論文の全体は、合計八章から成る。 
 序章は、問題の所在と課題の設定を扱っており、先行研究の成果評価と批判的検討
の要とが共に提示され、その上で本論文の構成が紹介されると共に成果が予告されて
いる。さらに、終章の叙述との整合性もはかられており、総じて適切な叙述となって
いる。 
 第一章は、1910 年 11 月における英米独仏４カ国から構成される四国借款団の結成
から、1912 年６月における英米独仏露日６カ国から構成される国際借款団の結成まで
の時期における日本の動向を考察したものである。この時期、中国は、良く知られて
いる通り、清国から、辛亥革命を経て、中華民国へと変貌した。 
四国借款団とは、中国の鉄道建設事業に米国が先に単独で進めていた幣制改革事業
と満州開発事業を加えて、借款供与を行う関係各国の合同金融機関を指し、一方、国
際借款団とは、六国借款団とも称され、四国借款団の対中国交渉と借款供与の独占的
権利を引き継ぐと共に、改革借款（政治借款）供与をも行う関係各国の合同金融機関
を指す。いずれの借款団も、その背後に各国政府の意向が働いていた。そして、四国
借款団には、満州および蒙古において排他的権益を主張する日露両国に対する米国の
反感が組み込まれていた。日露戦争後に、米国が満州への経済進出を図り、日本と交
渉したものの、それが不調に終わったことは良く知られている。 
著者は、本章において、日本が排他的満州権益固守の観点から四国借款団への参加
に躊躇する一方、中国問題における列強との協調関係の維持と揚子江流域における新
たな権益獲得という二つの観点から同借款団への参加をも構想するという二面的なあ
り方を、同じような立場にある露国の四国借款団への働きかけと日本への協調要請、
そしてヨーロッパ情勢の観点から露国に同調する仏国の動き、さらに辛亥革命を機と
して日本の同借款団への引き入れを進めようとする英国の動きなどを絡めて描き出し
た。 
 本章の成果は、先行研究における排他的満州権益の列強による黙認と東部内蒙古の
勢力圏化との端緒を得たという日本の成果を指摘する見方を結果論であるとして留保
しながら、複雑な交渉過程を丹念に追跡、分析したことによって、次のような修正を
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行うことができた点にある。すなわち、排他的権益確保の観点から日本に協調を求め
る露国に対し同調したり、静観したり、また英国の妥協的な動きを見て取り、日本が
四国借款団との対立点を棚上げして妥協するという巧みな外交を展開したと指摘する
ことができた。具体的には、国際借款団の規約改正による排他的満州権益の確保とい
う困難な手続きを当面は回避して、1911 年９月に開催された同借款団のベルリン会議
における議事録に日本の排他的権益に関わる主張を記させた上で、将来的に規約改正
をめざすこととし、他方、露国の強硬姿勢に同調しない穏健な姿勢を見せると共に、
対英協調という姿勢をも中国および列強各国に示した上で、改革借款（政治借款）供
与への参加に限定して、国際借款団の一員となったという経過を実証したということ
である。 
 なお、本章は、元来、単独の論文として、法政大学史学会編・刊『法政史学』第 77
号（2012年３月）に掲載され、2013年度の石橋湛山新人賞（財団法人石橋湛山記念財
団主催）に応募したところ、最終選考にノミネートされたものである。残念ながら、
同賞を受賞するには至らなかったものの、著者の力量に対する外部評価が優良なもの
であることを証するものとして、ここに紹介する。 
第二章は、第一次世界大戦勃発前の短い期間における日本と国際借款団との関係を、
中国に対する改革借款と実業借款を中心に、考察したものである。これまで、この問
題を本格的に取り上げ、考察した先行研究はなく、著者はこの問題に着目したことに
よって、当該期の日本の対中国外交における到達点と限界を指摘した。 
すなわち、日本の満州における排他的権益は国際借款団によって侵されるのではな
いかという懸念の払拭と中国における幣制改革事業への参加意欲とが、辛亥革命の勃
発による米国の対日姿勢の軟化と、それへの仏国の同調によって、共に満たされるか
に見えた。元来、幣制改革事業への借款供与は、国際借款団の中の英仏独３カ国が独
占権を有していたが、借款団の日本代表はそれを６カ国が共同で行う改革借款に併合
するよう求め、それが拒絶されるならば日本単独で同事業への借款供与を行うことを
関係各国に強気で示唆した。しかし、同盟関係にあった英国の反対をうけ、日本政府
がその案を斥けたことにより、それは達成されなかった。しかし、他方、日本の満州
における排他的権益は、1914 年３月にパリで開催された借款団の会議において留保さ
れたのである。 
本章の成果は、第一に日露戦争後の満州権益をめぐる日米対立という先行研究の成
果に対し、米国から日本への歩みよりという形での日米協調の一面を指摘し得た点、
また、それをうけて日本が強気の発言をなし得たという点、この二つの点で対中国外
交における日本の存在感を国際社会に示し得たこと、しかし、他方、同盟関係にある
英国の対日非協調姿勢を指摘した点、また日本の当時の財政状況は、実は、対中国単
独借款供与を困難なものにしており、譲歩せざるを得なかったことを指摘した点、こ
の二つの点で、結局、限界を露呈したことなどを解明したことにある。 
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第三章は、国際借款団において、日本が、満蒙に有する排他的権益を固守したいが
ために、規約に実業借款の除外規定を盛り込もうとしたことについて考察したもので
ある。結果として、1913 年９月、国際借款団は、実業借款をその事業範囲から除外す
るに至り、日本はそのもくろみを達成した。しかし、それは単純に日本外交の成果と
は言えない一面を有していた。その間、日本以上にかたくなに排他的権益を固守しよ
うとする露国の強硬な動き、すなわち、北満・外蒙古・西部内蒙古・トルキスタンに
おける排他的権益の確保をあくまでも追求する動きは、日本への同調要請となって現
れたが、日本はこれに応じなかったという。 
その過程を具体的に述べるならば、以下のようになる。前章で明らかにしたように、
対中国借款のすべてを事業対象とするという国際借款団規約と日本の排他的満州権益
とは、いわば玉虫色にされて、その矛盾が棚上げされている状態であった。しかし、
実は、この排他的権益問題は、日露両国だけのものではなく、英仏両国も同様であっ
た。その両国が、国際借款団の事業範囲から実業借款を除外する規定案を持ち出すと、
今度は、満州地域以外の中国における借款供与事業に、国際借款団を通して、参加す
ることをめざしていた日本が、その提案に反対するという策をまずは取ったのである。
他方、露国はあくまでも排他的権益の固守と、それが受け入れられない場合の自由行
動とを威嚇的に主張し続けた。それらの動きに対して、日本は次に英仏両国の提案を
受け入れた。なぜならば、排他的権益を有する満州の開発にかかる資金を英国からの
外債に依存せざるを得なかったという実情があったからである。したがって、英国が
勢力圏としている揚子江流域への経済進出をあきらめることにもなった。その一方、
露国の強硬な姿勢に同調する選択肢は取り得なかった。なお、当該期における英国資
本の満蒙投資の動きを発見した日本はそれを阻止したものの、英国に対する懸念が高
まり、それによって 1902年以来の日英同盟は明確に疑問視されるに至ったのである。 
本章の成果は、これまでの先行研究が、日本は当該期に満州から満蒙へと権益範囲
を拡大させる端緒を得たという指摘にとどまっていたのに対して、実は、中国におけ
る排他的権益確保をめぐる列強各国の動きと日本のもくろみ、そして財政上の制約と
が複雑に絡んでいた事情を新たに解明した点と、日英同盟解消への道の第二歩目を指
摘した点とにある。 
第四章は、寺内正毅内閣期のいわゆる西原借款問題を外務省の動きに焦点をあてて、
考察したものである。 
植民地朝鮮において対満州貿易を中心業務とする実業家として寺内総督の信頼を得
た西原亀三が、同首相の下で、いわば私設秘書のような立場で中国に対して総額１億
4500 万円もの巨額な借款供与を、朝鮮・台湾・興業の三銀行からなる特殊銀行団を通
して、非公式ルートで行ったことは、良く知られている。これについて、先行研究は、
一般に、列強との協調という公式ルートを通して対中国借款供与を行うとする外務省
は疎外されていたとの見方を示している。それに対して、著者は、西原借款がいわば
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二元外交であるという大枠としての見方は継承しつつ、当該期の外務省の動きを再検
討するという課題を設定した。すなわち、前の大隈重信内閣期に加藤高明外相の主導
で進められた対華二十一箇条要求のような強硬外交姿勢を転換させ、列強との協調を
維持しつつ親日的であった段祺瑞政権への財政支援を図るなかで、日中関係の改善を
図ると共に、年来の課題であった国際借款団の中国幣制改革事業への参加、さらには
その主導権掌握を試みるという積極的な動き（たとえば、阪谷芳郎元蔵相の中国財政
顧問就任承諾の実現）を見せたとし、しかし、その限界の中に西原借款の本格化を読
み取ろうとした。また、日本の中国における金融システム独占の可能性を懸念した米
国の国際借款団への復帰の希望を、国際借款団の資金力強化につながるものとして、
これに協調的な姿勢を見せたとする。しかし、第一次世界大戦に本国が巻き込まれて
おり、また中国政局の動乱を不安視する国際借款団は借款供与を停滞させるに至った。
さらに、中国政府は国際借款団の幣制改革事業独占に対抗する自立路線として金券条
例という金本位制度を定める法令を発布し、したたかな外交姿勢を見せた。そのため
に、外務省はリスクの大きい西原借款を黙認せざるを得ないとの姿勢に転換したとの
結論に達する。その間、出先の外交官であった林権助在華公使と西原との対立、外務
省と林公使との対立、そして同省の姿勢転換、金券条例を支持する大蔵省との対立な
どが詳細に描かれている。 
本章の成果は、二元外交という評価によって、寺内内閣期の外務省の存在が、西原
借款の下に置かれていたとする先行研究の成果に対して、同省の役割の大きさを提示
することができた点にある。 
 第五章は、寺内正毅内閣期における対中国借款供与の主導権を握っていた西原亀三
が抱いていた金券発行を中心とする中国幣制改革構想と段祺瑞政権援助政策という二
つの施策の関係を考察したものである。先行研究は、その点について十分な解明がで
きていない、あるいは矛盾した施策であるとの評価を下しているという認識の下に、
この課題が設定されている。 
 元来、西原の対中国政策構想は特定地域における経済改革を先行させ、その成功を
順次拡大し、親日派と言われた段祺瑞政権の基盤を強化し、中国における広い日本経
済圏を獲得することにあったという。 
 その上で、日本円と同量・同質の金券を発行するならば、たとえ段祺瑞政権に供与
される実業借款が本来の供与目的とは異なる行政費や軍事費に流用されたとしても、
金券流通によって日本経済圏は拡大すると西原は見たのである。また、流通の拡大や
経済の活性化を妨げてきた釐金税の廃止は、金券流通と相まって、これまた中国にお
ける日本経済圏を拡大することに貢献すると見込んでいた。これに対し、中国側は日
本のさらなる中国浸透が加速するとして懸念を表明したものの、西原は朝鮮銀行の金
券発行については満州を除き中国本土では禁止するとの妥協策を提示して、これを乗
り切った。ところが、勝田主計蔵相は日本国内の正貨保護原則、余剰正貨の中国投資
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振り向け、そして対米協調を提唱し、国際借款団を通した対中国借款供与を主張した。
その上で、中国における特定地域での金本位制導入という幣制改革構想を有していた。
それは、日本の正貨流出抑制効果を有するという判断からであった。西原と勝田蔵相
とは部分的に意見を共有していたものの、正貨輸出も視野に入れる西原と国内正貨保
護を重視する勝田とは鋭く対立した。しかし、寺内内閣としての対中国政策の失敗を
懸念する勝田が譲歩して、西原構想を受け入れたのである。他方、中国財政顧問を命
じられた阪谷芳郎は、中国統一事業を先行させ、その上で全土における金本位制導入
を主張していた。結局、中国政府は、金券条例（1918 年８月公布）において日本円と
同量・同質の金券発行を定めなかったため、三者の思惑はすべてはずれてしまった。 
   本章の成果は、西原亀三の対中国政策構想、すなわち借款供与による段祺瑞政権援
助、日本円と同量・同質の金券発行を中心とする幣制改革構想、そして釐金税廃止と
いう税制整理構想の三者が相互補完的な関係にあり、それについて外務省や大蔵省と
対立しながらも、結局は折り合いをつけた過程を実証した点にある。その過程の中に、
中国問題における対米協調姿勢の萌芽を見出すことが可能であり、また後年の米国人
学者の中国幣制改革構想に西原のそれとの類似点を見出すこともでき、西原借款問題
を、西原と彼を取り巻く国政指導者との対立・協調の関係から再考する著者の視角は
有効なものであると評価することができる。 
第六章は、寺内正毅内閣総辞職のあとをうけた原敬内閣の対中国借款供与政策につ
いて考察したものである。具体的には、原内閣が、当初、国際借款団を通した対中国
援助への復帰をめざす一方、第一次世界大戦終了後も経済が疲弊することなく対中国
借款供与が可能であった米国との共同援助を構想したこと、しかし、それらが実現し
なかったことにより、日本単独での対中国借款供与に戻ったという過程とその意味を
考察した。 
これに関わる先行研究においては、原内閣が対列強協調、とりわけ対米協調を維持
していたと見るもの、あるいは日米対立の萌芽を見るものとに分かれており、さらに
これに加えて英国の日本揺さぶり工作や、同内閣の中国における権益拡張志向を見出
すべきとするものもあると著者は指摘する。 
本章の成果は、こうした成果をうけて、原内閣の対中国借款供与政策が、一見する
と、対列強協調から単独行動へと戻ったかに見えるものの、実は対列強協調が維持さ
れていたこと、そして混乱する中国政局に巧みに対応したことを実証した点にある。 
具体的には、まず原内閣が対中国借款供与政策について列強にその方針を公表し、
前内閣の西原借款に見られる秘密外交とは一線を画した点を重視した。中国政府から
の日本単独での借款供与要請が再三寄せられたが、同内閣は、英米仏伊４カ国と共同
歩調を取り、南北の妥協成立までは借款供与を行わないことを原則としたのである。 
この間、出先外交官である小幡酉吉在華公使や中国政府軍事顧問坂西利八郎らと同
内閣との意見対立、また坂西顧問と田中義一陸軍大臣による秘密裏の対中国財政援助
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交渉という不祥事の発覚、さらに英米両国それぞれの単独での中国財政援助に向けた
動きがあったが、原首相や内田康哉外務大臣らの主導により、米国単独での対中国財
政援助を懸念する英国を利用して、その協調を得て、日本単独での中国財政援助を行
うに至った。しかし、さらなる借款供与要請に対しては、これを拒絶し、米国の単独
借款供与を牽制した。 
こうした原内閣の施策は、結局、安直戦争によって段祺瑞政権が崩壊したために、
烏有に帰したものの、その間、列強諸国が期待する段祺瑞政権の持続に貢献し、また
国内では陸軍の謀略的動きに対応し、さらに中国政府の単独借款供与要請にも一定程
度応じるという複雑な情勢の解明を、著者は達成したのである。 
 終章は、本論文の成果がまとめられている。序章における問題の所在および課題の
設定と整合的に叙述されており、かつ本文の各章をふまえた説得力のある成果が適切
に提示されている。 
 
３．本論文に対する総合的評価 
   本論文は、外務省外交史料館が所蔵する膨大な外交交渉史料を丹念に渉猟し、精査、
精読した上で、当該期の中国を巨大な市場および資源供給地と捉え、中国国内におけ
る権益の拡大に努める列強各国の国益最優先の動きと、清国から中華民国へと変貌し
た中国国内の動乱との両方の可変的な情勢に対応しようとした日本外交を、借款供与
という視点から考察し、その協調性と強硬性、巧妙な妥協と成功、そして失敗を描き
出し、先行研究の成果に修正を迫ったり、あるいはさらなる厚みを加えたりすること
に成功した。 
   具体的には、日露戦後期から第一次世界大戦終結期において列強の一国として成長
したと言われる日本とは、欧米列強諸国が主導する国際政治の中で、政策過程におい
てはさまざまな主張をはらみつつも、持続的協調を基本路線とする国であったことを
描出すると共に、それがいかに困難な外交課題であったかをも描出した。たとえば、
中国権益をめぐる日露戦後の露国の動き、また第一次世界大戦を契機に新大国となっ
た米国の動き、その米国を牽制する英国の動き、さらに日本に対する依存傾向を見せ
ながら独自路線をも主張する新生中国の政権担当者の動き等々を的確に捉え、明瞭に
叙述したことは評価に値する。 
   今回の成果は、帝国主義の時代にあって、基本路線として欧米列強に協調する日本
が、中国の動乱に乗じて、列強の一国として経済侵略を行う過程を分析、考察した成
果であることは間違いない。しかし、常に変動して止むことのないその後の国際社会
における、さらに 21世紀初頭の今、超大国となり国際社会への影響力を飛躍的に増し
た中国との関係における日本の位置取りや態度・行動を考える上で、有効な歴史的体
験を提供する成果となっていると言えよう。 
なお、論文としての形式上の観点から本論文を見るならば、叙述スタイルとして評
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価されるのは、各章いずれも検討対象となる事象の概要を述べたのちに、詳細な検討
に入る点である。先行研究の受容と批判・課題の設定・展開・総括・成果の提示・新
課題の提示という論文としてのいわば定式に則っていることは言うまでもない。また、
こうした叙述スタイルは単に理解の便宜が図られているということに止まらず、いわ
ゆる国際化に対応する論文表現としてふさわしいものと判断された。 
   最後に、残された問題および課題を指摘しておきたい。 
第一に表記上の問題点があげられる。すなわち、ワープロ入力時の誤変換と見られ
る誤字・誤記が散見されることは残念なことである。次に、やや冗長な表現が散見さ
れ、そのために読み手が文意を正確に把握するのに手間取るのではないかと思われる
箇所が見出される。これも惜しまれる点である。著者の論文推敲努力および表現力に
おけるいっそうの改善・向上が望まれる。 
第二に研究手法上の問題として、このテーマに関わる中国の研究成果および史料へ
の言及が、日本語文献と英語文献の枠内にとどまっていることが指摘される。この課
題は、学術的なレベルにおける中国語使用スキルの修得を著者がこれまで行ってきた
かどうか、そしてそれを利用し得たかどうかについて、疑問が提示されるところであ
る。これが、今後の著者の課題として真摯に取り組まれるならば、その成果はさらに
秀逸なものになることが見込まれる。 
   第三に内容上の問題として、日本の軍部、とりわけ陸軍の動きに対する言及が少な
い点は、読み手に不満を残すところであろうと思われた。このテーマにおける陸軍の
影響力がいかなるものであったかを指摘することは今後の重要な課題となると思われ
た。それは、国際社会における日本の協調性と強硬性、妥協と非妥協、成功と失敗と
いうバランスの変化を捉える新たな成果に結びつくものとなろう。また、当該期の国
内外の有識者による見方や提言などを、本論文の成果に加えることができるならば、
さらに立体的な歴史像となるものと期待される。 
   ただし、以上の問題点や課題は、いずれも本論文の論旨および成果に重大かつ深刻
な問題を生じるものではないと判断された。 
   以上、要するに、本論文に示された著者の研究成果は、斯界に一石を投じるもので
あり、またそのテーマは今後も長期的に継続され得るものでもあり、それによって著
者自身においても、斯界においても、さらなる成果の生産が期待されるものであると
評価された。 
 
４．結論 
 審査小委員会は、塚本英樹氏の学位請求論文『日本外交と対中国借款問題―国際借
款団の事業範囲という視点から―』を上記のように評価し、本論文提出者が博士（歴
史学）の学位を授与されるに十分な資格を有するとの結論に達した。 
以上 
